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図
 

相対的貧困ラインを下回る現役世帯
 出所）経済財政諮問会議、2009年4月22日、配布資料「所得格差の

 現状について」、9頁、図表9－2
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日本では、労働年齢世帯で成人が全員就業すると（共稼ぎ、
 1人親、単身）、再分配の貧困削減インパクトはマイナス

 （OECD諸国で唯一）
 注）成人全員が就業している世帯にとっての削減率が低い順に左から

 出所）OECD 2009: Figure 3-9のデータから作成

 類型による差が小さいのは、アングロサクソン諸国と韓国、スウェー
 デン、ハンガリー。
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日本では再分配が子どもの貧困率を引
 き上げる（OECD諸国で唯一）

 注）「税・移転前」は市場所得ベースの相対的貧困率を示し、「税・移転後」は税を支払い現金

 給付を受けたのちの可処分所得ベースの貧困率を示す。諸国は、2000年前後の「税・移転

 後」所得ベースの貧困率が高い順に、アメリカからデンマークまで並べてある。

 出所）

 
Whiteford and Adema 2007: Table 2.

図　OECD諸国の子どもの貧困率、税・移転の前と後、
1980年代、1990年代なかば、2000年前後
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所得第１五分位の世帯可処分所得に占める
 公的移転と税・社会保険料負担の割合、

 2000年前後と2000年代半ば
 注）移転は社会保障の現金給付であり、負担は所得税と社会保険料の被保険者分

 出所）Jones 2007: Table 10; OECD 2008: Table 4.7より作成

 所得最下層にたいして、日本の移転は薄く、負担は重い。移転が日本より薄いア

 メリカでは、負担は軽い。負担が日本より重い諸国（北欧が多い）では、厚い移転
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日本の雇用保護規制は、強くない。非正規では最も弱い方
 出所：OECD雇用保護ウェッブサイトwww.oecd.org/employment/protection
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日本では低賃金の水準が低い、制度的最低賃金も最も低い
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